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Ｃ

３穏やかに暮らし続けられる地域づくり

事

業

の

概

要

等

目 的
（目指す姿）

地域公共交通の安定的な維持に向け、管内市町村や交通事業者と連携した取組により、人手
不足が深刻な課題となっている乗務員や技術者等の人材を確保する。

現 状 と
課 題

地域公共交通の事業者は深刻な担い手不足に直面している。バス運転手のみならず、現場を
支える整備士や事務部門など全ての職種においても人手不足が顕在化してきており、地域公
共交通全体が脆弱化しかねない。
地域で必要な通院・通学・観光等の日常生活における移動を保証するため、地域公共交通の
担い手が地域に来る・定着するための取組が必要である。
一方で、上田地域はコロナ禍以降移住人気が顕著に推移し、移住者数は増加傾向にある。地
方回帰の流れや移住人気を追い風に、信州上田での暮らし方を呼び水として移住希望者へ向
けPRすることが効果的である。

内 容

( 変 更 後
の 内 容 )

管内市町村及び交通事業者と連携し、以下の取組を行う。
１．首都圏向け移住相談会
　開催時期・場所　：　令和８年秋、東京交通会館
　内容　：　信州の暮らし紹介、交通事業者による企業説明、市町村による移住相談

２．信州上田での暮らし方情報発信
　信州での交通事業者の暮らし方・働き方及び企業情報を、ウェブメディア及び移住相談会など
で配布ができる紙媒体で発信。

事業期間

今後の方向性

事

業

費

等

事業を構成する細事業名等 実施内容

合　　　　　　計

事
業
実
績
・
成
果

1,000,000

（単位：円）

会場借上料、関係者旅費等

委託料等

300,000

700,000

首都圏向け移住相談会
都内の会場において移住イ
ベントを実施

信州上田での暮らし方情報発信

紙媒体及びウェブメディアに
おいて、信州での交通事業
者の暮らし方・働き方及び企
業情報を発信する。

地域公共交通事業者への就職相談 達 成

一部達成

未達成


